
 

 

 

 

 

 

 

地方分権改革の推進に向けた提言 
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１ 

 

第二期地方分権改革については、地方分権改革推進委員会が、昨年５月

に「第１次勧告」を、続いて、同年12月に「第２次勧告」を取りまとめた。 

今後、年度内に、政府が、国の出先機関の改革を実現するための工程を

明らかにした計画を策定することになっているが、国の出先機関の改革に

ついては、国の行革の地方への押し付けではなく、真の分権型社会の構築

に向けた第一歩となるよう、更なる権限移譲を進め、それを通じて地域住

民によるガバナンスの確立を図るべきである。 

そして、今春に予定されている「第３次勧告」は、第２次勧告を踏まえ

た「義務付け・枠付けの見直し」の具体的な措置内容とあわせて、地方税

財政制度改革が中心となることから、分権改革の核とも言うべき自治財政

権の確立に極めて重要なものとなる。 

我々三府県は、三大都市圏に位置する府県として共通する地域課題を抱

えている。また、それぞれの地域のこと、更には地域をまたがることにつ

いても、地域で考え決定し、自らその責任を負う決意をもっている点でも

認識を一にしている。 

以上の認識のもと、真の地方分権改革を強力に推進するため、国の出先

機関の改革に関する計画策定及び「第３次勧告」に向けて、政府及び地方

分権改革推進委員会が次の事項に取り組むことを提言する。 
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２ 

 

１ 国から地方への事務・権限の移譲について 

(1) 事務・権限移譲の一層の推進  

国と地方の役割分担を徹底的に見直し、住民に身近な行政に係る事

務・権限の移譲については、これまでの勧告では十分でないことから、

一層の移譲を進めること。 

 

(2) 地域の実情に応じた事務・権限移譲に関わる制度の創設 

全国一律の事務・権限の移譲に加え、主体的に政策を立案・実施し

ようとする意欲ある地方自治体の要請に応えて、国から地方へ事務・

権限を移譲する特例制度を創設すること。 

 

(3) 事務・権限の移譲に見合う財源の確保 

事務・権限の移譲と財源の確保は一体不可分であることから、税源

移譲をはじめ、事務・権限の移譲に見合う所要の財源の確保について、

地方との協議を行い、その意見を踏まえながら、その具体的な仕組み

や工程を明らかにすること。 

 

(4) 人材の移行に係る地方との協議 

国の人材の地方への移行に際しては、事務の集約化等による効率

化・スリム化を行った上で、定数や処遇等に係る一定のルールを地方

との協議により定めること。 



 

３ 

 

２ 国の出先機関の見直しについて 

(1) 国の出先機関改革における数値目標の明示 

国の出先機関の改革に関する計画（工程表）の策定に当たっては、

徹底した行政改革によるスリム化を前提として、少なくとも「第２次

勧告」に示された職員の「3万5,000人程度」の削減は確実に実施され

るよう、数値目標を明確に盛り込むこと。 

 

(2) 地方振興局（仮称）等の規模の極小化 

地方振興局（仮称）、地方工務局（仮称）及び地方厚生局について

は、事務・権限の移譲を徹底した上で、そのあり方を検討し、統合す

る場合は、事務・権限を真に国が実施すべきものに限定し、組織の規

模を極小化すること。 

 

(3) 都道府県域を越える事務・権限の移譲 

当面、地方振興局（仮称）等に残る都道府県域を越える事務・権限

については、国の出先機関の事務として固定的に考えることなく、広

域連合等地方への移譲を進めることができるような法制度の充実を図

ること。 

 

(4) 地域振興委員会（仮称）の実効性確保 

「地域振興委員会（仮称）」を設置する際には、関係都道府県知事

等を構成員とした法設置の委員会とし、会議の公開を原則とし、その

協議において地方の意見が十分に尊重されるようにすること。 

 

 



 

４ 

 

３ 地方自治体の自主性の強化と自由度の拡大について 

(1) 義務付け・枠付けの見直し 

「義務付け・枠付け」については、地方の自由度を拡大する視点か

ら、廃止を前提とした措置とすること。 

また、法律だけでなく、政省令についても見直しを徹底すること。 

さらに、勧告が対象とした自治事務だけでなく、法定受託事務につ

いても見直しの対象とすること。 

 

(2) 地方の自主性を阻害する新たな制度等への対応 

地方自治体への新たな「義務付け・枠付け」や負担を伴う事務事業

等については、「（仮称）地方行財政会議」を法律により設置し、そ

の企画・立案段階から地方と協議を行うこと。 

 

４ 地方税財政制度改革について  

(1) 国と地方の税源配分の見直し 

国と地方の適切な役割分担に応じ、地方における歳出規模と地方税

収入の乖離の解消に向け、まずは、国税と地方税の税源配分が５：５

となるよう、税源移譲を行うこと。 

その際には、地方消費税の充実を含む税制の抜本的改革を行い、税

源の偏在性が小さく、税収の安定性を備えた地方税体系を構築するこ

と。 

地方法人特別税は、本来、地方固有の財源であることから、都道府

県の基幹税である法人事業税として、速やかに復元すること。 

 

(2) 大都市圏の需要に対応した税財源の確保 

地方税財政制度の見直しに当っては、地方が必要とする一般財源総

額を確保すること。また、大都市圏の行財政需要を的確に反映した配

分の仕組みを構築すること。 

 



 

５ 

(3) 地方共有税の導入 

地方交付税が地方の自主財源であることを明確化するため、地方交

付税を国の特別会計に直接繰り入れる「地方共有税」に改め、充実を

図ること。 

 

(4) 国庫補助金及び国直轄事業負担金の廃止 

国庫補助金の見直しに際しては、事務の執行に必要な税源を移譲し

た上で、補助率の引下げではなく、当該補助金を廃止する手法により

推進すること。 

直轄事業負担金は、事業主体である国が負担すべきであり、責任の

明確化のためにも廃止すること。 

 


